
【様式第1号】

自治体名：横芝光町

会計：全体会計 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 37,429,106   固定負債 13,224,136

    有形固定資産 33,186,312     地方債等 10,296,310

      事業用資産 16,166,074     長期未払金 -

        土地 3,762,817     退職手当引当金 1,839,440

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 1,088,386

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,630,944

        建物 36,546,125     １年内償還予定地方債等 1,249,325

        建物減価償却累計額 -24,696,420     未払金 59,794

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 600,873     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -248,513     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 192,638

        船舶 -     預り金 110,123

        船舶減価償却累計額 -     その他 19,063

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 14,855,080

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 39,669,776

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -13,608,904

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 995,124

        その他減価償却累計額 -818,208

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 24,276

      インフラ資産 16,177,177

        土地 1,916,229

        土地減損損失累計額 -

        建物 121,041

        建物減価償却累計額 -51,761

        建物減損損失累計額 -

        工作物 37,481,524

        工作物減価償却累計額 -23,291,476

        工作物減損損失累計額 -

        その他 1,620

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 2,369,485

      物品減価償却累計額 -1,526,425

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 274,581

      ソフトウェア 65,513

      その他 209,068

    投資その他の資産 3,968,213

      投資及び出資金 1,233,597

        有価証券 600

        出資金 1,232,997

        その他 -

      長期延滞債権 448,116

      長期貸付金 23,386

      基金 2,247,978

        減債基金 -

        その他 2,247,978

      その他 55,002

      徴収不能引当金 -39,866

  流動資産 3,486,845

    現金預金 997,892

    未収金 245,203

    短期貸付金 -

    基金 2,240,670

      財政調整基金 1,987,225

      減債基金 253,445

    棚卸資産 3,965

    その他 -

    徴収不能引当金 -885

  繰延資産 - 純資産合計 26,060,871

資産合計 40,915,951 負債及び純資産合計 40,915,951

連結貸借対照表
（令和3年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：横芝光町

会計：全体会計 （単位：千円）

    資産売却益 14,306

    その他 32,600

純行政コスト 15,947,664

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 31,200

  臨時利益 46,906

  臨時損失 31,353

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 153

    使用料及び手数料 918,639

    その他 1,975,402

純経常行政コスト 15,963,217

      社会保障給付 1,040,598

      その他 11,650

  経常収益 2,894,041

        その他 119,029

    移転費用 11,406,198

      補助金等 10,353,950

      その他の業務費用 171,270

        支払利息 51,784

        徴収不能引当金繰入額 457

        維持補修費 101,504

        減価償却費 1,737,418

        その他 0

        その他 402,381

      物件費等 4,604,367

        物件費 2,765,445

        職員給与費 2,080,296

        賞与等引当金繰入額 192,638

        退職手当引当金繰入額 108

  経常費用 18,857,258

    業務費用 7,451,060

      人件費 2,675,423

連結行政コスト計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

自治体名：横芝光町

会計：全体会計 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 25,632,795 39,913,173 -14,280,379 -

  純行政コスト（△） -15,947,664 -15,947,664 -

  財源 16,377,379 16,377,379 -

    税収等 8,621,787 8,621,787 -

    国県等補助金 7,755,592 7,755,592 -

  本年度差額 429,715 429,715 -

  固定資産等の変動（内部変動） -222,716 222,716

    有形固定資産等の増加 1,258,462 -1,258,462

    有形固定資産等の減少 -1,752,609 1,752,609

    貸付金・基金等の増加 643,731 -643,731

    貸付金・基金等の減少 -372,300 372,300

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -1,638 -1,638

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - -19,044 19,044

  本年度純資産変動額 428,077 -243,398 671,474 -

本年度末純資産残高 26,060,871 39,669,776 -13,608,904 -

連結純資産変動計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日



【様式第4号】

自治体名：横芝光町

会計：全体会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 107,457

本年度歳計外現金増減額 -2,620

本年度末歳計外現金残高 104,837

本年度末現金預金残高 997,892

財務活動収支 -651,394

本年度資金収支額 -181,560

前年度末資金残高 1,074,615

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 893,055

    地方債等償還支出 1,183,591

    その他の支出 19,063

  財務活動収入 551,260

    地方債等発行収入 551,260

    その他の収入 -

    資産売却収入 15,482

    その他の収入 31,421

投資活動収支 -1,181,219

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,202,654

    その他の支出 -

  投資活動収入 718,878

    国県等補助金収入 299,675

    基金取崩収入 368,952

    貸付金元金回収収入 3,348

  投資活動支出 1,900,096

    公共施設等整備費支出 1,247,175

    基金積立金支出 637,554

    投資及び出資金支出 11,287

    貸付金支出 4,080

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 31,200

  臨時収入 32,600

業務活動収支 1,651,052

【投資活動収支】

    税収等収入 8,577,254

    国県等補助金収入 7,512,225

    使用料及び手数料収入 936,331

    その他の収入 1,824,538

  臨時支出 31,200

    移転費用支出 11,406,198

      補助金等支出 10,353,950

      社会保障給付支出 1,040,598

      その他の支出 11,650

  業務収入 18,850,349

    業務費用支出 5,794,498

      人件費支出 2,677,303

      物件費等支出 2,963,075

      支払利息支出 51,784

      その他の支出 102,337

連結資金収支計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 17,200,697



 全体財務書類 注記  

 

1 重要な会計方針  

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

ア 昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価  

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

イ 昭和60年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

② 無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価  

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････該当事項はありません。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････該当事項はありません。 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））  

③ 出資金  

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････該当事項はありません。 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

該当事項はありません。 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法  

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法  

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

建物   15年～50年  

工作物  10年～60年  

物品    3年～15年  

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

 

③ リース資産 
ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

･･･自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法  

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  



･･･リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

 
⑸ 引当金の計上基準及び算定方法  

① 投資損失引当金 

 該当事項はありません。 

② 徴収不能引当金  

過去5年間の平均不納欠損率により計上しています。 

③ 退職手当引当金  

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っています。 

③ 損失補償等引当金  

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法に従って

います。 

④ 賞与等引当金  

翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合

（4/6か月）を乗じた額を計上しています。 

 
⑹ リース取引の処理方法  

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っています（少

額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計

処理を行っています）。 

 
⑺ 資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲として
います。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払
いも含みます。 

 

⑻ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（地方公営企業会計）については、税抜方式によっています。 

 
 
2 重要な会計方針の変更等  

(1) 会計処理の原則 

総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」に基づく、財務書類の作成 

を行っています。 

 

3 重要な後発事象  

該当事項はありません。 



 

4 偶発債務  

該当事項はありません。 

 

5 追加情報  

⑴ 連結対象会計 

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険特別会計 特別会計 全部連結 ― 

介護保険特別会計 特別会計 全部連結 ― 

後期高齢者医療特別会計 特別会計 全部連結 ― 

病院事業会計 地方公営企業会計（法適） 全部連結 ― 

農業集落排水事業特別会計 地方公営企業会計（法非適） 全部連結 ― 

東陽食肉センター特別会計 地方公営企業会計（法非適） 全部連結 ― 

連結方法は次のとおりです。 

① 特別会計は、すべて全部連結の対象としています。 

② 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

 

⑵ 出納整理期間 

地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている会計においては、出納整理期間に

おける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

⑶ 表示単位未満の取扱い 

表示単位未満の金額は四捨五入とし、一部合計値と不一致があります。 

 

⑷ 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。  

ア 範囲  

普通財産のうち活用が図られていない公共資産 

イ 内訳 

該当事項はありません。 

 



※表中、表示単位未満は四捨五入のため合計が一致しない場合があります。

附属明細書

１．貸借対照表の内容に関する明細 年度：令和２年度

（１）資産項目の明細

会計：全体会計 （単位：千円）

区分
前年度末残高

(A)
本年度増加額

(B)
本年度減少額

(C)

本年度末残高
(A)+(B)-(C)

(D)

本年度末
減価償却累計額

(E)

本年度減価償却額
(F)

差引本年度末残高
(D)-(E)

(G)

事業用資産 37,394,936 506,029 4,877 37,896,089 23,864,982 688,820 14,031,107

　土地 3,697,977 42,922 1,177 3,739,722 - - 3,739,722

　建物 31,588,340 199,432 - 31,787,772 22,701,230 553,107 9,086,542

　建物付属設備 725,991 263,675 - 989,666 218,416 40,021 771,249

　工作物 362,247 - - 362,247 127,127 15,831 235,120

　その他の有形固定資産 995,124 - - 995,124 818,208 79,862 176,915

　建設仮勘定 25,258 - 3,700 21,558 - - 21,558

インフラ資産 39,051,890 468,524 - 39,520,414 23,343,237 792,721 16,177,177

　土地 1,858,404 57,825 - 1,916,229 - - 1,916,229

　建物 87,766 33,274 - 121,041 51,761 2,487 69,280

　工作物 37,104,100 377,425 - 37,481,524 23,291,476 790,233 14,190,049

　その他の公共用財産 1,620 - - 1,620 - - 1,620

　建設仮勘定 - - - - - - -

物品 949,973 193,772 5,753 1,137,993 665,697 73,334 472,295

　機械器具 401,876 1,388 5,753 397,510 266,350 22,755 131,161

　物品 548,098 192,384 - 740,482 399,348 50,579 341,134

合計 77,396,800 1,168,325 10,630 78,554,496 47,873,916 1,554,874 30,680,580

①有形固定資産の明細
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